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表紙

連結注記表及び個別注記表に表示すべき事項に係る情報につきましては、法令
及び定款第15条の定めに基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.ejk.co.jp/）に掲載し、御提供いたしております。

法令及び定款に基づくインターネット開示事項

連結計算書類の連結注記表
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連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
（１）連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の数及び連結子会社の名称
・連結子会社の数 ２社
・連結子会社の名称 ㈱エバジツ

荏原実業パワー㈱

②　非連結子会社の名称等
非連結子会社はありません。

（２）持分法の適用に関する事項
持分法適用会社はありません。なお、関連会社はありません。

（３）会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

ロ．棚卸資産の評価基準及び評価方法
・商品及び製品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法
により算定）

・仕掛品
同上

・未成工事支出金
個別法による原価法
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・原材料及び貯蔵品
月次総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産、投資その他の資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附
属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい
ては、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
・建物及び構築物……………………３年～50年
・機械装置及び運搬具………………３年～12年
・工具、器具及び備品………………３年～20年
・投資不動産（建物及び構築物）…３年～50年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（主として５年）を償却年数としております。

ハ．リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計
上しております。

ロ．工事損失引当金
受注工事の損失に備えるため、連結会計年度末における手持工事のうち、損失の発

生が見込まれ、かつ金額を合理的に見積もることのできる工事について、損失見積額
を計上しております。
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ハ．役員退職慰労引当金
役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく連結会計年度末要支給

額を計上しております。
なお、当社は2011年３月29日開催の定時株主総会における退職慰労金制度廃止に伴

う取締役に対する退職慰労金打切り支給の決議に基づき、同定時株主総会終結までの
在任期間に対応する要支給額を計上しております。

④　退職給付に係る負債の計上基準
イ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰
属させる方法については、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法により損益処理しております。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の
翌連結会計年度から損益処理しております。

⑤　重要な収益及び費用の計上基準
イ．企業の主要な事業における主な履行義務の内容

当社及び連結子会社では、顧客との工事請負契約に基づくエンジニアリング事業を
主要な事業としており、その主な履行義務は国内浄水場及び下水処理場等向け機械設
備の設置、補修等であります。

また、商社事業の主な履行義務はポンプや送風機等の販売、メーカー事業の主な履
行義務はオゾンモニタをはじめとする各種機器類の製造・販売・保守であります。
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ロ．企業が当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）
エンジニアリング事業においては、連結会計年度末における進捗度を合理的に見積

ることにより、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識しており
ます。進捗度の見積り及び収益の認識は、工事原価総額に対する実際発生原価の割合
（インプット法）を工事収益総額に乗じた額を完成工事高として計上しております。
また、履行義務を充足するまでの期間がごく短い場合は、履行義務を充足した時点で
収益を認識しております。

商社事業及びメーカー事業においては、出荷時から商製品の支配が顧客に移転され
る時までの期間が通常の期間であるため、当該商製品の出荷時に収益を認識しており
ます。

２．重要な会計上の見積り
履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識する方法における見積り

（１）当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額
完成工事高　16,420百万円

（２）識別した項⽬に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
工事契約については、ごく短期の工事を除き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該

進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。ごく短期の工事については一定
の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。
なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、工事原価総額に対する実際発生原価の
割合（インプット法）で算出しております。

工事収益総額は工事の設計変更等に対する対価の合意が契約書等によって適宜に確定しない
場合、変更内容に基づき対価の見積りを行っております。

工事原価総額は、工事契約ごとの実行予算を使用し、工事の完成引渡しまでに必要となるす
べての工事内容に係る原価を見積って算定しており、これには、資材、外注費及び経費などの
見積りに関する所管部門の仮定及び判断が含まれます。

また、工事着手後に工事内容の変更が生じた場合は、適時・適切に再見積りを行い実行予算
に反映しております。

当該見積りは、工事契約を取り巻く状況の変化による資材や外注費等の市場価格の変動、設
計内容や仕様の変更等が見積りに影響を与える可能性があり、翌連結会計年度の連結財務諸表
において、完成工事高及び完成工事原価の金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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３．会計方針の変更に関する注記
収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会
計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が
顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識
することとしております。

従来、当社グループは、連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる
工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事につい
ては工事完成基準を適用しておりましたが、当連結会計年度より、一定の期間にわたり充足さ
れる履行義務は、ごく短期の工事を除き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度
に基づき収益を一定の期間にわたり認識することといたしました。ごく短期の工事について
は、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。なお、履行義務の充足に係る
進捗率の見積りの方法は、工事原価総額に対する実際発生原価の割合（インプット法）で算出
しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的
な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の
累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計
方針を適用しております。

この結果、当連結会計年度の売上高は268百万円増加し、売上原価は197百万円増加し、営
業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ71百万円増加しております。また、
当連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、利益剰余金の当期首
残高は95百万円増加しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資
産」に表示していた「受取手形及び売掛金」は当連結会計年度より「受取手形、売掛金及び契
約資産」に含めて表示することとし、「流動負債」に表示していた「前受金」は当連結会計年
度より「契約負債」に含めて表示することといたしました。

時価の算定に関する会計基準等の適用
「時価の算定に関する会計基準」 (企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定

会計基準」という。)等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び
「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号 2019年７月４日) 第44-2項に定める経過
的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用す
ることとしております。なお、連結財務諸表に与える影響はありません。
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４．表示方法の変更に関する注記
連結損益計算書

前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「為替差損」
は、営業外費用の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度において区分掲記しておりま
す。なお、前連結会計年度の「為替差損」は６百万円であります。

また、前連結会計年度において特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産
処分損」は、特別損失の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度において区分掲記して
おります。なお、前連結会計年度の「固定資産処分損」は０百万円であります。

５．追加情報
従業員持株会信託型ESOP
　当社は、2021年４月20日開催の取締役会において、「従業員持株会信託型ESOP」(以下「本
制度」という。) の導入に伴う第三者割当による自己株式の処分（以下「本自己株式処分」とい
う。）について決議いたしました。
　本制度は、「荏原実業社員持株会」(以下「持株会」という。) に加入する当社グループ従業員
（以下「対象従業員」という。）を対象といたします。そして、対象従業員のうち、一定要件を
充足する者を受益者とする「従業員持株会信託 (他益信託)」(以下「持株会信託」という。) を設
定いたしました。
　持株会信託は、信託契約後約５年にわたり持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を、銀
行借入により調達した資金で一括して取得いたしました。なお、当社は、持株会信託の当該借入
に対し、保証を行っております。
　本制度では、持株会による当社株式の取得は持株会信託からの買付けにより行います。持株会
による当社株式の取得を通じ、持株会信託に売却益相当額が累積した場合には、信託終了の際
に、これを受益者たる対象従業員に対して分配いたします。一方、当社株価の下落により持株会
信託が借入債務を完済出来なかった場合には、当社が借入銀行に対して残存債務を弁済いたしま
す。その際、対象従業員がその負担を負うことはありません。なお、当社は2021年５月12日付
で、自己株式60,606株（株式分割後121,212株）を持株会信託へ譲渡しております。
　本自己株式処分に関する会計処理については、当社と持株会信託は一体であるとする会計処理
をしており、持株会信託が所有する当社株式や持株会信託の資産及び負債については、連結貸借
対照表及び連結株主資本等変動計算書に含めて計上しております。なお、当連結会計年度末現在
において、持株会信託が所有する当社株式（自己株式）数は63,000株、帳簿価額は155百万円で
あります。
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建物及び構築物 285百万円
土地 486
投資有価証券 381
投資不動産 262

計 1,414百万円

支払手形及び買掛金 2,385百万円
短期借入金 810

計 3,195百万円

（４）有形固定資産の減価償却累計額…… 2,781百万円

（５）投資不動産の減価償却累計額……… 845百万円

６．連結貸借対照表に関する注記
（１）顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額

受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額
は、「11.収益認識に関する注記 （３） ① 契約資産及び契約負債の残高等」に記載しておりま
す。

（２）担保に供している資産

（３）担保に係る債務

（６）連結会計年度末日満期手形
連結会計年度末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。な

お、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連
結会計年度末残高に含まれております。

受取手形、売掛金及び契約資産…… 100百万円
支払手形及び買掛金………………… 456百万円
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株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 13,430千株 -千株 500千株 12,930千株

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 1,200,454株 143,719株 555,357株 788,816株

７．連結損益計算書に関する注記
売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しており

ません。顧客との契約から生じる収益の金額は、「11.収益認識に関する注記　（１）顧客との
契約から生じる収益を分解した情報」に記載しております。

８．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（１）発行済株式の種類及び総数に関する事項

（注）2022年11月30日付で自己株式（普通株式）500千株の消却を行っております。これにより、
発行済株式総数は、12,930千株となっております。

（２）自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１．自己株式（普通株式）の増加は、取締役会決議による自己株式の取得143,300株、譲渡制
限付株式報酬の無償取得374株、単元未満株式の買取り45株によるものであります。

２．自己株式（普通株式）の減少は、取締役会決議による自己株式の消却500,000株、従業員
持株会信託型ESOPの信託口から持株会への売却37,400株、譲渡制限付株式報酬としての
処分17,957株によるものであります。

３．当連結会計年度末の自己株式数には、従業員持株会信託型ESOPの信託口が保有する当社
株式63,000株が含まれております。
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決議 株 式 の
種 類

配当金の総額
(百万円)

１ 株 当 た り
配 当 額 ( 円 ) 基準日 効力発生日

2 0 2 2 年 ３ 月 2 4 日
第83期定時株主総会 普 通 株 式 585 47.50 2021年12月31日 2022年３月25日

2 0 2 2 年 8 月 ３ 日
取 締 役 会 普 通 株 式 524 42.50 2022年６月30日 2022年９月５日

決議 株 式 の
種 類

配当金の総
額(百万円) 配当の原資 １株当たり

配当額(円) 基準日 効力発生日
2023年３月23日
第84期定時株主総会 普通株式 518 利益剰余金 42.50 2022年12月31日 2023年３月24日

（３）配当に関する事項
①　配当金支払額

（注）１．2022年３月24日第83期定時株主総会の決議による配当金の総額には、従業員持株会信託
型ESOPの信託口が保有する当社株式に対する配当金４百万円を含めております。

２．2022年８月３日取締役会決議による配当金の総額には、従業員持株会信託型ESOPの信
託口が保有する当社株式に対する配当金３百万円を含めております。

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる
もの

2023年３月23日開催の第84期定時株主総会において次のとおり付議する予定でありま
す。

（注）2023年３月23日第84期定時株主総会による配当金の総額には、従業員持株会信託型ESOPの
信託口が保有する当社株式に対する配当金２百万円を含めております。
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９．金融商品に関する注記
（１）金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
資金運用については比較的安全性の高い金融商品で運用し、投機的な取引は行わない方針

であります。また、資金調達については、銀行借入による方針です。

②　金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海

外で事業を行うにあたり生じる外貨建の営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりま
す。

投資有価証券は、主に株式であり、発行体の信用リスクや市場価格の変動リスクに晒され
ております。

営業債務である支払手形及び買掛金、短期借入金、未払法人税等、並びに未払消費税等
は、短期間で決済されるものです。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

信用リスクに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行い、債権管理規程
に基づき、必要に応じて取引先の信用状況を把握する体制としております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
市場リスクに関しては、毎月、銘柄ごとの時価を把握するとともに、有価証券運用

規程に基づき、定例取締役会に報告する体制としております。
ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部門からの報告に基づき、管理本部が資金繰計画を作成し、手元流動性
を維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。
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（単位：百万円）
連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額 時 価 差 額

⑴　投資有価証券 4,493 4,493 -
資 産 計 4,493 4,493 -

⑵　長期借入金 171 171 △0
負 債 計 171 171 △0

（単位：百万円）
区 分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 0

（２）金融商品の時価等に関する事項
2022年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。

（注）１．「現金及び預金」、「受取手形、売掛金及び契約資産」、「支払手形及び買掛金」、「短
期借入金」、「未払法人税等」及び「未払消費税等」については、現金及び短期間で決済
されるため時価が帳簿価額と近似するものであることから、記載を省略しております。

２．一年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めて表示しております。
３．市場価格のない株式等は、（１）投資有価証券には含まれておりません。当該金融商品の

連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（３）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算

定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用

いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ

ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を
分類しております。
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区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 4,041 - - 4,041
　　その他 451 - - 451

資 産 計 4,493 - - 4,493

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 - 171 - 171
負 債 計 - 171 - 171

　①　時価で連結貸借対照表に計上している金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

②　時価で連結貸借対照表に計上していない金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

（注)　時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

　有価証券及び投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた
め、その時価をレベル1の時価に分類しております。

　長期借入金
　長期借入金の時価は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で
割り引いた現在価値により算定しており、レベル2の時価に分類しております。
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（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 当 連 結 会 計 年 度

末 の 時 価当 連 結 会 計 年 度
期 首 残 高

当 連 結 会 計 年 度
増 減 額

当 連 結 会 計 年 度
末 残 高

684 △46 638 1,283

10．賃貸等不動産に関する注記
当社及び連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む）

を有しております。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は60百万円（賃
貸収益は営業外収益に、賃貸費用は営業外費用に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとお
りであります。

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金
額であります。

２. 当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は、資本的支出による増加(20百万円)、主な減
少額は、減価償却(15百万円)及び賃貸用資産の売却(51百万円)であります。

３. 当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定
評価書に基づく金額、その他の物件については公示価格等に基づいて自社で算定した金額で
あります。ただし、第三者からの取得時や直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場
価格を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じていない場合には、当該評価額や
指標を用いて調整した金額によっております。
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報告セグメント

合計環境関連
（メーカー事業）

水処理関連
（エンジニア
リング事業）

風水力冷熱
機器等関連

（商社事業）
売上高

官公庁 2,908 14,155 1,854 18,919
民間 3,379 253 7,678 11,310
顧客との契約から生じる収益 6,288 14,408 9,532 30,229
その他の収益 - - - -

計 6,288 14,408 9,532 30,229

当連結会計年度
期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 6,986 5,681
契約資産 3,880 4,949
契約負債 1,369 1,661

11．収益認識に関する注記
（１）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

（２）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
工事契約については、ごく短期の工事を除き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該

進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。
ごく短期の工事については一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した

時点で収益を認識しております。
なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、工事原価総額に対する実際発生原価

の割合（インプット法）で算出しております。
（３）顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並

びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると
見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

①　契約資産及び契約負債の残高等

契約資産は、工事契約に基づく履行義務について、期末時点で充足又は部分的に充足している
が、未請求の対価に対する当社グループの権利に関するものであります。

契約資産は、対価に対する当社グループの権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた
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債権に振り替えられます。
なお、工事契約における取引の対価を受領する時期は、個々の契約によって異なることから、履

行義務を充足する時期との間に明確な関連性はありません。
契約負債は、主に工事契約について、個々の契約毎に定めた支払条件に基づき顧客から受け取っ

た前受金に関するものであります。なお、契約負債は収益の認識に伴い取り崩されます。
当連結会計年度に認識された収益のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、1,338百

万円であります。また、過去の期間に充足した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益の額
に重要性はありません。

②　残存履行義務に配分した取引価格
当社グループにおける未充足及び部分的に未充足の履行義務に配分された取引価格の総額は

18,022百万円であります。当該履行義務は工事契約に関するものであり、期末日後１年から概ね３
年の間に収益として認識されると見込んでおります。
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（１）１株当たり純資産額……… 1,515円25銭
（２）１株当たり当期純利益…… 177円15銭

１株当たり純資産額
純資産の部の合計額 18,396百万円
純資産の部の合計額から控除する金額 -
普通株式に係る純資産額 18,396百万円
期末の普通株式数 12,141,184株

１株当たり当期純利益
連結損益計算書上の当期純利益 2,169百万円
普通株主に帰属しない金額 -
普通株式に係る当期純利益 2,169百万円
普通株式に係る期中平均株式数 12,245,033株

12．１株当たり情報に関する注記

（注）１．１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上の基礎となる自己株式数には、従
業員持株会信託型ESOPの信託口が所有する当社株式（当連結会計年度63,000株）を含め
ております。

２．１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま
す。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
イ．子会社株式

移動平均法による原価法
ロ．その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法
イ．商品及び製品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）

ロ．仕掛品
同上

ハ．未成工事支出金
個別法による原価法

ニ．原材料及び貯蔵品
月次総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法により算定）
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（２）固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産、投資その他の資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備
を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法
を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
・建物……………………３年～50年
・構築物…………………３年～40年
・機械及び装置…………３年～12年
・工具、器具及び備品…３年～20年
・投資不動産（建物）…３年～50年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利

用可能期間（主として５年）を償却年数としております。

③　リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（３）引当金の計上基準
①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため､一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　工事損失引当金
受注工事の損失に備えるため、事業年度末における手持工事のうち、損失の発生が見込ま

れ、かつ金額を合理的に見積もることのできる工事について、損失見積額を計上しておりま
す。

③　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。
過去勤務費用は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定

額法により按分した額を発生した事業年度から損益処理しております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から損
益処理しております。
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④　役員退職慰労引当金
役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく事業年度末要支給額を計上し

ております。
なお、当社は2011年３月29日開催の定時株主総会における退職慰労金制度廃止に伴う取締

役に対する退職慰労金打切り支給の決議に基づき、同定時株主総会終結までの在任期間に対
応する要支給額を計上しております。

（４）重要な収益及び費用の計上基準
①　企業の主要な事業における主な履行義務の内容

当社は、顧客との工事請負契約に基づくエンジニアリング事業を主要な事業としており、
その主な履行義務は国内浄水場及び下水処理場等向け機械設備の設置、補修等であります。

また、商社事業の主な履行義務はポンプや送風機等の販売、メーカー事業の主な履行義務
はオゾンモニタをはじめとする各種機器類の製造・販売・保守であります。

②　企業が当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）
エンジニアリング事業においては、事業年度末における進捗度を合理的に見積ることによ

り、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識しております。進捗度の見
積り及び収益の認識は、工事原価総額に対する実際発生原価の割合（インプット法）を工事
収益総額に乗じた額を完成工事高として計上しております。また、履行義務を充足するまで
の期間がごく短い場合は、履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

商社事業及びメーカー事業においては、出荷時から商製品の支配が顧客に移転される時ま
での期間が通常の期間であるため、当該商製品の出荷時に収益を認識しております。
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２．重要な会計上の見積り
履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識する方法における見積り

（１）当事業年度の財務諸表に計上した金額
完成工事高　15,871百万円

（２）識別した項⽬に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
工事契約については、ごく短期の工事を除き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該

進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。ごく短期の工事については一定
の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。
なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、工事原価総額に対する実際発生原価の
割合（インプット法）で算出しております。

工事収益総額は工事の設計変更等に対する対価の合意が契約書等によって適宜に確定しない
場合、変更内容に基づき対価の見積りを行っております。

工事原価総額は、工事契約ごとの実行予算を使用し、工事の完成引渡しまでに必要となるす
べての工事内容に係る原価を見積って算定しており、これには、資材、外注費及び経費などの
見積りに関する所管部門の仮定及び判断が含まれます。

また、工事着手後に工事内容の変更が生じた場合は、適時・適切に再見積りを行い実行予算
に反映しております。

当該見積りは、工事契約を取り巻く状況の変化による資材や外注費等の市場価格の変動、設
計内容や仕様の変更等が見積りに影響を与える可能性があり、翌事業年度の財務諸表におい
て、完成工事高及び完成工事原価の金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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３．会計方針の変更に関する注記
収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計
基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移
転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することと
しております。

従来、当社は、事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については
工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準
を適用しておりましたが、当事業年度より、一定の期間にわたり充足される履行義務は、ごく短
期の工事を除き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間
にわたり認識することといたしました。ごく短期の工事については、完全に履行義務を充足した
時点で収益を認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、工事原
価総額に対する実際発生原価の割合（インプット法）で算出しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な
取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影
響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用して
おります。

この結果、当事業年度の売上高は251百万円増加し、売上原価は181百万円増加し、営業利
益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ70百万円増加しております。また、当事業年度の
期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、利益剰余金の当期首残高は86百万円増加
しております。

時価の算定に関する会計基準等の適用
「時価の算定に関する会計基準」 (企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会

計基準」という。)等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品
に関する会計基準」(企業会計基準第10号 2019年７月４日) 第44-2項に定める経過的な取扱いに
従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしてお
ります。なお、財務諸表に与える影響はありません。
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４．表示方法の変更に関する注記
損益計算書

前事業年度において営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「為替差損」は、営
業外費用の総額の100分の10を超えたため、当事業年度において区分掲記しております。なお、
前事業年度の「為替差損」は６百万円であります。

また、前事業年度において特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産処分
損」は、特別損失の総額の100分の10を超えたため、当事業年度において区分掲記しておりま
す。なお、前事業年度の「固定資産処分損」は０百万円であります。

５．追加情報
従業員持株会信託型ESOP
　当社は、2021年４月20日開催の取締役会において、「従業員持株会信託型ESOP」(以下「本
制度」という。) の導入に伴う第三者割当による自己株式の処分（以下「本自己株式処分」とい
う。）について決議いたしました。
　本制度は、「荏原実業社員持株会」(以下「持株会」という。) に加入する当社グループ従業員
（以下「対象従業員」という。）を対象といたします。そして、対象従業員のうち、一定要件を
充足する者を受益者とする「従業員持株会信託 (他益信託)」(以下「持株会信託」という。) を設
定いたしました。
　持株会信託は、信託契約後約５年にわたり持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を、銀
行借入により調達した資金で一括して取得いたしました。なお、当社は、持株会信託の当該借入
に対し、保証を行っております。
　本制度では、持株会による当社株式の取得は持株会信託からの買付けにより行います。持株会
による当社株式の取得を通じ、持株会信託に売却益相当額が累積した場合には、信託終了の際
に、これを受益者たる対象従業員に対して分配いたします。一方、当社株価の下落により持株会
信託が借入債務を完済出来なかった場合には、当社が借入銀行に対して残存債務を弁済いたしま
す。その際、対象従業員がその負担を負うことはありません。なお、当社は2021年５月12日付
で、自己株式60,606株（株式分割後121,212株）を持株会信託へ譲渡しております。
　本自己株式処分に関する会計処理については、当社と持株会信託は一体であるとする会計処理
をしており、持株会信託が所有する当社株式や持株会信託の資産及び負債については、貸借対照
表及び株主資本等変動計算書に含めて計上しております。なお、当事業年度末現在において、持
株会信託が所有する当社株式（自己株式）数は63,000株、帳簿価額は155百万円であります。
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建物 244百万円
土地 481
投資有価証券 381
投資不動産 160

計 1,266百万円

買掛金 1,048百万円
電子記録債務 1,321
短期借入金 800

計 3,170百万円

（３）有形固定資産の減価償却累計額…… 2,579百万円

（４）投資不動産の減価償却累計額……… 561百万円

受取手形……………
電子記録債権………

72百万円
25百万円

電子記録債務……… 441百万円

①　短期金銭債権…… 458百万円
②　短期金銭債務…… 29百万円

６．貸借対照表に関する注記
（１）担保に供している資産

（２）担保に係る債務

（５）事業年度末日満期手形
事業年度末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当

事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の事業年度末日満期手形が期末残高に含まれ
ております。

（６）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
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㈱エバジツ……………………… 10百万円

①　売上高……………………… 54百万円
②　仕入高……………………… 213百万円
③　営業取引以外の取引高…… 90百万円

株 式 の 種 類 当事業年度期首の
株 式 数

当 事 業 年 度 増 加
株 式 数

当 事 業 年 度 減 少
株 式 数

当 事 業 年 度 末
の 株 式 数

普 通 株 式 1,200,454株 143,719株 555,357株 788,816株

（７）偶発債務
保証債務
下記の関係会社の金融機関からの借入金に対し、債務保証を行っております。

７．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高

８．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１．自己株式（普通株式）の増加は、取締役会決議による自己株式の取得143,300株、譲渡制
限付株式報酬の無償取得374株、単元未満株式の買取り45株によるものであります。

２．自己株式（普通株式）の減少は、取締役会決議による自己株式の消却500,000株、従業員
持株会信託型ESOPの信託口から持株会への売却37,400株、譲渡制限付株式報酬としての
処分17,957株によるものであります。

３．当事業年度末の自己株式数には、従業員持株会信託型ESOPの信託口が保有する当社株式
63,000株が含まれております。
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繰延税金資産
未払事業税否認額 19百万円
工事損失引当金否認額 6
退職給付引当金否認額 72
役員退職慰労引当金否認額 44
会員権評価損否認額
株式報酬費用否認額
投資有価証券評価損否認額
棚卸資産評価減否認額

24
18
42
14

減価償却超過額 37
貸倒引当金損金算入限度超過額 30
保険積立金評価損否認額 11
その他 33
小計 357
評価性引当額 △162
合計 194百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 982百万円
固定資産圧縮積立金 69
その他 5
合計 1,057百万円

繰延税金負債（純額） 862百万円

９．税効果会計に関する注記
（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
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法定実効税率 30.6％
（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項⽬ 0.1
住民税均等割 0.8
受取配当金等永久に益金に算入されない項⽬ △0.7
試験研究費の税額控除額 △2.1
その他 △0.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.0％

（１）１株当たり純資産額……… 1,443円01銭
（２）１株当たり当期純利益…… 178円54銭

１株当たり純資産額
純資産の部の合計額 17,519百万円
純資産の部の合計額から控除する金額 -
普通株式に係る純資産額 17,519百万円
期末の普通株式数 12,141,184株

１株当たり当期純利益
損益計算書上の当期純利益 2,186百万円
普通株主に帰属しない金額 -
普通株式に係る当期純利益 2,186百万円
普通株式に係る期中平均株式数 12,245,033株

（２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因

10．収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　11．収益認識
に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

11．１株当たり情報に関する注記

（注）１．１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上の基礎となる自己株式数には、従
業員持株会信託型ESOPの信託口が所有する当社株式（当事業年度63,000株）を含めてお
ります。

２．１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま
す。
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